


































































































































































































































































































































































--- 個人金融資産残品 金融資産の内訳日 本 1， 209兆円 現金・預金など632%1
アメリカ 2，477 有価証券36.2%





























































































































「小測新内閣への期待と提言J) をみると その第lの柱は “税制の抜本改革に向
けた制度減税の実行"であり 第2の柱は，“不良債権の早期・抜本的処理と金











































- 149 (687) 
表2一18 収入階層別の税負担率 (単位:万円・%)
収入階層別ランク 346 446 510 558 626 688 747 816 918 1199 
税消費
間接税合計 3.2 2. 8 2. 6 2.6 2.5 2. 4 2.4 2. 2 2.3 2. 0 
(消費税) 1.8 1.7 1.6 1.6 1.6 1.5 1.6 1.5 1.5 1.4 
直接税合計 3.5 4. 6 5.6 6. 6 7.2 8. 1 8. 7 10.0 11. 5 15. 3 
3 (所得税) 2. 0 2.6 3.0 3.4 3.9 4.5 4. 9 5.6 6.6 9.0 
% 
税負担合計 6.7 7.4 8.2 9.2 9.7 10.5 11. 2 12.2 13.8 17.3 
消費税10%の場合 6.0 5. 7 5. 3 5.3 5. 3 5. 0 5.3 5. 0 5.0 4. 7 









































































所得税 259， 955億円 186， 800億円 .6. 73， 155億円|
法人税 183， 836 99，470 企 84，366 
小計 443， 791 286， 270 .6.157， 521 
消費税 46， 227 98， 560 52，333 
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(注)農林水産省『食料需給表』資料より作成





















































































































































































































































































































社会資本整備 6.8兆円程度 37.8% 3.5兆円 53.9% 
(1)物流効率化・競争力強化 1. 1兆円程度 6. 1 




(4)少子高齢化・教育・環境 1. 1兆円程度 6. 1 
(5)緊急安全防災 o. 9兆円程度 5. 0 
(6)災害復旧 O. 7兆円程度 0.4 
(7)公共事業の契約前倒し 0.6兆円程度 O. 3 
中小企業等金融対策 7. 4兆円程度 41. 1 O. 7兆円強 10.8 
住宅金融対策 2.0兆円程度 11. 1 O. 2兆円程度 3. 1 
雇用対策 1.0兆円程度 5. 6 0.3兆円程度 4. 6 
金融システム安定化対策 O. 9兆円程度 13.8 
小計 17.0兆円程度 95.0 5. 6兆円程度 86. 2 
介護対策 O. 9兆円程 5. 0 0.9兆円程度 13.8 
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70歳 7100 6800 ム 300
60 7000 6500 ム 500
50 6200 5700 ム 500
40 6100 5100 ム1000
30 6100 5000 ム1100

















































































(14)金融監督庁の発表SE C (不良債権基準に関するグロー バlレスタンダー ド)基準による。
99年3月期では29兆7，580億円(金融監督庁「預金取扱金融機関のリスク管理機構等の状況
についてJ)。金融機関の自己査定では，以降拡大して99年7月には87兆5，270億円














































































































































































(65) i読売新聞」調査では 不支持率45.6%，支持率40.7% (3月2日付)， i朝日新聞」
調査では，不支持率45%，支持率36%(3月23日付)という結果であった。
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